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令和３年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和２年度実績に基づく評価） 作成日 令和 3 年 8 月 6 日
基本目標名 2 新たな流れの創造による賑わうまちづくり
政　策　名 4 誰もが住みたいと思う魅力あるまちづくり
施　策　名 2 移住・定住の促進

施策関係課 政策調整課、都市ブランド推進課、空き家対策室、教育総務課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

佐野市の人口 人 119,348 118,450 117,706

関東地方居住者 千人 43,359 43,464 未公表

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
目標 115,210 114,438 113,667 112,909 

実績 116,067 115,327 114,603

目標 △ 100 △ 80 △ 50 △ 30

実績 △ 152 65 159 

目標

実績 統計資料(毎月人口推計)(n+1年4月1日現在)

目標 市民課資料

実績

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 80 100 120 140 目標 20,000 22,000 24,000 26,000 

実績 163 307 294 実績 16,706 16,717 13,083

目標 3,500 3,600 3,700 3,800 目標

実績 3,459 3,562 3,343 実績

目標 目標

実績 実績

目標 83.0 84.0 85.0 86.0 目標

実績 77.8 76.9 80.3 実績

目標 500 500 500 500 目標

実績 515 540 547 実績

目標 目標

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和２年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和２年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和２年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性
施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

総合戦略推進室

小田　一之

施策の目
的

「対　象」

①市民（生産年齢世代：18歳～64歳）
②市外の住民（特に関東地方居住者）

① 佐野市の人口(目指すべき人口) 人

②
社会増減人数（転入者－転出者）
【年度】

人

③

成果指標の
取得方法

④

⑤

移住対策
の推進

市外の住
民

佐野市に住んでも
らえるようにする。 ① 窓口の相談件数 件

戦略的なＰ
Ｒの推進と
情報の収
集

市外の住
民

佐野市の魅力を
知ってもらう。 ①

閲覧件数（年度）
（移住定住ポータルサ
イト）

件

② 転入者数（年度） 人 ②

③ ③

定住化の
促進

①市民
②市外の
住民

定住してもらえるよ
う支援する。 ①

佐野市に住み続けた
いと思う市民の割合

％ ①

②
専用住宅新築戸数
（資産税課：戸/年度） 戸 ②

③ ③

・まちなかにおける移住体験住宅を民間団体等と連携して設置し、効率的・効果的な事
業運営を行うことで、東京圏からの移住者の増加を図る。
・関係部署との連携強化により、移住定住ポータルサイトの充実を図り、本市のさらなる
魅力を発信する。
・佐野らーめん店創業による移住を支援するため、運営組織の設立、プロモーションコン
テンツの拡充、ラーメン修行体験ツアーの実施など、仕事の移住プロモーション事業を展
開する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・移住体験住宅については、金屋仲町に「佐野市おためし住宅」を整備し、令和３年３月から供用
を開始した。なお、令和２年度は市の直営で運営しているが、令和３年度からは、鍵の管理や清
掃などを民間委託により実施する予定である。
・移住定住ポータルサイトについては、子育て施策に関する情報や地域おこし協力隊の募集情
報など、掲載内容を充実させた。
・運営組織である「佐野らーめん予備校」を設立、開校し、プログラムの構築及び第１期生の研修
を実施した結果、モデル事例（プロトタイプ）３世帯、１期生２世帯及びその他２世帯の合計７世帯
１２名の移住につながった。なお、コロナ禍によりラーメン修行体験ツアーは未実施となった。
【成果指標達成状況】
・各種取組の推進により、佐野市の人口（目指すべき人口）及び社会増減人数（転入者-転出者）
とも、目標を達成することができた。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・移住体験住宅「佐野市おためし住宅」を金屋仲町に整備し、令
和３年３月から供用を開始した。
・運営組織である「佐野らーめん予備校」への支援、動画による
幅広いプロモーション活動を行った。なお、コロナ禍によりラーメ
ン修行体験ツアーは未実施となった。
【成果指標達成状況】
・窓口の相談件数については、移住支援やラーメン店創業支
援、東京圏通学通勤支援などの実施により、目標に対して
245.0％となった。
・転入者数については、目標に対して90.4％に留まった。なお、
前年度対比では、転入者数が93.9％に対し、転出者数も91.0％
であり、コロナ禍の影響があったものと推察する。

【基本事業の取組方針達成状況】
・移住定住ポータルサイトについて、既存の掲載内容の充実に加え、子育
て施策ＰＲ誌「佐野で子育てココがポイント！」を作成掲載したほか、東京
圏通学通勤者支援や移住体験おためし住宅などの新規事業を追加し、Ｐ
Ｒに努めた。
・地域おこし協力隊の活動については、コロナ禍により、市外での移住セミ
ナーや相談会等が軒並み中止となったため、オンラインでの実施（２回）
やＳＮＳでのＰＲに留まったほか、市内向けの定住に関するＰＲも一部の
実施となった。
・佐藤さんゆかりの地聖地化プロジェクトについては、コロナ禍により、
キャラバンの一部が未実施となったことに加え、サミットについてもオンラ
インでの実施となった。おもてなし隊の結成と隊員の増加、会員への特典
拡充を行った。
【成果指標達成状況】
・移住定住ポータルサイトの閲覧件数については、要因は定かでないが
減少した。

【基本事業の取組方針達成状況】
・東京圏通学通勤者支援事業を令和２年１０月から実施したが、
コロナ禍により利用者は少人数に留まった。
・定住自立圏共生ビジョンについては、各所管において取組を
進めたが、コロナ対策に追われ、積極的な関与には至らなかっ
た。
【成果指標達成状況】
・佐野市に住み続けたいと思う市民の割合については、前年度
に比較して改善したが、目標には届かなかった。
・専用住宅新築戸数については、目標を上回った。

・第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に定める各施策・事業を推進したが、コロナ禍においても同
程度の効果が得られるよう、取組内容や方法を工夫していく必要がある。
・比較的顕著な若年層（特に女性）の転出超過を抑制するための施策を推進する必要がある。
・これまで開催されていなかった少子化対策推進本部会議の開催を促すとともに、子育て施策ＰＲ誌
「佐野で子育てココがポイント！」を作成・周知することで、定住人口の確保に努めた。今後も子育て施
策のＰＲを積極的に行う必要がある。
・全国的に人口減少に歯止めがかからない状況において、更なる関係・交流人口の増加を図っていく
必要がある。
・ＳＮＳ等を活用した情報発信に取り組んだが、更に効果的な発信方法を模索する必要がある。
・令和２年度の決算額は１１事業７１,１６２千円となり、令和元年度の決算額１０事業４８,３２０千円と比
較して２２,８４２千円の増となった。その主な要因は、佐野暮らしとラーメン店創業支援事業費３０,９５８
千円の皆増、移住体験宿泊促進事業費１,６９９千円の皆増、「佐藤さんゆかりの地」聖地化プロジェク
ト事業費８,０６０千円の増、女子大学生市内居住推進事業費２,７４０千円の皆減、移住・定住関連情報
PR事業費７,６９８千円の減、佐野市奨学金返済助成事業費３,０３０千円の減、及び若者移住・定住促
進事業費２,７００千円の減によるものである。

【令和３年度で解決する課題】
・なし

【令和４年度以降にも引き継がれる課題】
①若年層（特に女性）の転出抑制
②移住・定住人口の確保
③関係・交流人口の創出・増加
④女性に選ばれるまちづくりの推進

【令和４年度重点課題】
⑤二地域居住の推進

①「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を推進するとともに、若
年層（特に女性）の定住に結び付く事業を積極的に展開する。
②スマートセーフシティの構築を推進するとともに、産業基盤の整
備と企業誘致をはじめ、地場産業の振興、創業希望者への支
援、農業経営の大規模化等により、安定して働ける環境整備を推
進する。
③「佐藤さんゆかりの地」聖地化プロジェクト事業をはじめとした
各種事業を推進するとともに、ＳＮＳ等を積極的に活用した情報
発信と受入態勢の整備を推進する。
④働き方改革や男性の子育てへの意識改革を進め、男女がとも
に活躍し、結婚・妊娠・子育ての希望が叶えられる環境づくりを施
策横断的に推進する。
⑤移住相談のリモート化や移住体験住宅の利用促進により、本
市の魅力を効果的に発信し、都市部と田舎暮らしの二地域居住
がしやすい環境を積極的にＰＲする。

成果指標
設定の考え方

①②数値が高まれば目的が達成されていると
考えられるため、指標として設定する。

施策の目
的

「意　図」

①定住したいと思う（市で暮らし続ける）
②市に移住する
（多くの市民が佐野市に住み続けたいと思い、ま
た、市外の人にも佐野市に住んでみたいと思わ
れるようにする。）

施
策

基
本
事
業

移住対策
の推進

・東京圏からの移住者の増加を
図るため、移住体験住宅を民間
団体等と連携して設置し、利用
者に佐野の魅力を感じてもら
う。
・佐野らーめん店創業による移
住者の増加を図るため、運営組
織への支援、プロモーション動
画の作成、修行体験ツアーを実
施する。

戦略的なＰ
Ｒの推進と
情報の収
集

・本市の魅力度アップのため新たな
情報及び新たな移住促進策を移住・
定住ポータルサイトにわかりやすく掲
載するとともに、地域おこし協力隊に
より本市の魅力を市内外に発信し移
住定住の機運を高める。
・移住セミナーや相談会等のイベント
に積極的に出展し、参加者の増加を
図る。
・将来的な定住促進を図るため、本
市が国内最多の佐藤姓ゆかりの地
であることを広くＰＲし、組織の拡充、
会員数の増強により、関係人口の創
出、深化を図る。

定住化の
促進

・新都市バスターミナルから東
京圏への通学・通勤者等に対
し、遠距離通勤する負担分とし
て奨励金を交付することで、定
住の促進を図る。
・「佐野市定住自立圏共生ビジョ
ン」を着実に推進することで、人
口の流出を食い止め、定住化を
促進する。

施
策
の
基
本
情
報

・国において、今後加速する人口減少に的確に対応するため、平成２６年１１月に
「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、地方における人口減少に歯止めをかけると
ともに、東京圏の一極集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、
将来にわたり活力ある社会を維持していくことに取り組む「地方創生」を打ち出し、
本市では同年１２月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」を策定した。
・国の地方創生の取組を受け、全国で移住・定住を促進する取組が盛んになってい
る。
・国全体として人口減少、東京一極集中が続くうえ、出生者の急激な上昇が見込め
ない状況である。
・国では第１期総合戦略の現状を踏まえ、６月に「第２期まち・ひと・しごと創生総合
戦略」の基本方針が閣議決定された。
・令和２年当初からの新型コロナウイルス感染症の拡大により、移住施策の取組が
遅延・停滞しているとともに、新たな生活様式に合わせた対応が求められている。

・佐野市に住み続ける。
・転入者との交流を深め、新たな人材を
地域で受け入れるための環境整備をす
る。

・雇用（特に女性）を増やす。
・働き方改革（ワークライフバランスの
実現、生産性の向上）を進める。
・移住・定住に向け、市が進める事業
に協力する。

・移住者に対する情報及び相談体制
（窓口の一本化等）を充実させる。
・インターネットや人との交流等を通じ
て、佐野市の魅力を全国に発信する
とともに住む場所として、佐野市を選
んでもらえるような情報の提供や支援
を行う。
・「ふるさと回帰支援センター」と連携
した移住情報の提供を行う。


